
令和２年度　第２回東京都国民健康保険運営協議会
１　日時　　令和２年１２月１日（火曜日）午後５時３０分～午後６時３０分

２　場所　　東京都庁第二本庁舎３１階特別会議室２７

３　議題

(1) 東京都国民健康保険運営方針の改定について
(2) 令和元年度東京都国民健康保険事業会計決算について

(3)
令和３年度仮係数に基づく納付金等の算定結果について

４　出席者（五十音順）

伊藤聡委員、魚住葵委員、岡田幸男委員、加島保路委員、桐山ひとみ委員、
黒瀨巌委員、斉藤やすひろ委員、清水孝治委員、土田武史会長、鳥海孝治委員、

永田泰造委員、馬場信男委員、羽村富男委員、原島幸次委員、深沢庄二郎委員、

松﨑夕喜子委員、松本博恭委員、元田勝人委員

○伊藤課長　大変お待たせいたしました。ただいまから第２回東京都国民健康保険運営協議会を開催いたします。
　本日はお忙しい中、御出席いただきまして、誠にありがとうございます。私は、本協議会の事務局を務めます福祉保健局保健政策部国民健康保険課長の伊藤でございます。議事に入るまでの間、進行を務めさせていただきますので、よろしくお願いいたします。
　まず、委員の出欠状況についてでございます。
　保険医・保険薬剤師代表の平川委員、蓮沼委員、山崎委員につきましては御都合により欠席される旨の御連絡をいただいております。また、保険医・保険薬剤師代表の黒瀨委員は，所用により遅れられる旨、御連絡をいただいております。
東京都国民健康保険運営協議会条例第６条の規定によりまして、本運営協議会の成立には過半数の委員の方の御出席が必要でございますが、本日は、委員21名のうち現時点で17名の方に御出席いただいておりますので、運営協議会が有効に成立しておりますことを御報告いたします。
　次に、本日、机上にお配りしております資料の確認をさせていただきます。お配りしております資料を御覧ください。
次第、東京都国民健康保険運営協議会委員名簿、座席表、令和２年度第２回東京都国民健康保険運営協議会資料、別紙１の令和３年度仮係数に基づく納付金額、別紙２の令和３年度仮係数に基づく１人当たり保険料額、別紙３の令和３年度仮係数に基づく標準保険料率、東京都国民健康保険運営方針（改定案）、令和２年度第１回東京都国民健康保険運営協議会議事概要、また、緑色のフラットファイルに現行の東京都国民健康保険運営方針をつづっております。
　お手元の資料は全ておそろいでしょうか。不足がございましたら、事務局までお申しつけください。
　続きまして、会議の公開についてでございますが、本協議会は公開となっておりまして、本日は傍聴の方がいらっしゃいます。また、報道関係者の方もいらっしゃいますが、写真撮りは冒頭のみとさせていただきますので、よろしくお願いいたします。
　また、本日配付いたしました会議資料及び議事録につきましては、後日ホームページで公開いたします。
　各委員の御発言の際には、机上にございますマイクの手前のボタンを一度押していただき、赤いランプがついた状態で着席のまま御発言いただきますようお願いいたします。
　続きまして、第１回運営協議会後に新たに委員になられた方をお手元の東京都国民健康保険運営協議会委員名簿に沿って御紹介いたします。
　公益代表、馬場信男委員でございます。
○馬場委員　よろしくお願いします。
○伊藤課長　斉藤やすひろ委員です。
○斉藤委員　斉藤でございます。どうぞよろしくお願いします。
○伊藤課長　それでは、これ以降の進行は土田会長にお願いしたいと思います。よろしくお願いいたします。
○土田会長　いろいろとお忙しい中をお集まりいただきまして、ありがとうございます。
　これから議事に入りたいと思います。なお本日は、答申まで行う予定ですので、皆様の御協力のほどよろしくお願いいたします。
　最初に、本案件に関する資料の説明を事務局からお願いいたします。
○伊藤課長　それでは、説明いたします。
　まず１の諮問事項、都の国民健康保険運営方針の策定についてでございます。
　Ａ４横の令和２年度第２回東京都国民健康保険運営協議会資料を御覧ください。
　２ページをお開きください。
　まず、運営方針策定の流れにつきまして御説明いたします。
　本運営方針につきましては、国民健康保険法及び国の示す運営方針策定要領におきまして、区市町村との連携会議で意見交換を行い、また、国保法に基づく区市町村への意見聴取等を行った上で、都道府県の国保運営協議会での審議を経て決定することとされております。都においても、昨年度から区市町村との連携会議で検討を重ねた結果、取りまとめました改定案を、前回９月の協議会で御説明し、その後、９月から10月にかけまして、改定案についての意見公募、いわゆるパブリックコメント及び国保法に基づく区市町村からの意見聴取を行い、寄せられました意見を踏まえまして、修正を加えました案を本日御説明させていただきます。今後は、いただきました答申を踏まえ、年内には運営方針を改定する予定としております。
　それでは、３ページを御覧ください。改定案に係る意見公募の結果についてでございます。
　意見募集期間は、令和２年９月17日から約１か月間でございます。
　意見提出数は、個人３名、団体１団体でございます。
　主な御意見と、都の考え方につきまして御説明いたします。
　３ページの上から３つ目の丸、それから一番下の丸でございますが、「被保険者間の相互扶助を基本とした社会保険制度」につきまして、この表現は不適切で、国保制度は社会保障制度であるといった趣旨の御意見をいただいております。
　都の考え方といたしましては、学問上の通説、最高裁判決、それから国会の参議院の委員会におけます厚生労働大臣答弁の内容から、国保制度は、社会保険制度の一つとして、相互扶助の考え方に立った制度であるとしております。
　４ページを御覧ください。
　御意見の上から３つ目と４つ目の丸も併せて御覧ください。
　国や都が財政支援を増やし、高過ぎる保険料、保険税を引き下げることが必要といった御意見や、その下でございますが、国の新たな財政負担は極めて僅かであり、国は国保の改善のため、もっと負担すべきといった御意見をいただいております。
　これにつきまして、都の考え方でございますが、１つ目の丸では、本運営方針の策定の目的に触れさせていただいた上で、２つ目の丸でございますが、今後も医療費の増すうが見込まれる中で、国保制度を安定的で持続可能なものとするためには、制度設計者であります国が制度の運営状況を検証し、その責任において、財源の確保も含めた必要な措置を講じていくことは必要と考えておりまして、都は、国に対して提案要求している旨を記載しております。
　５ページを御覧ください。
　上から２つ目の４の、医療費と財政の将来の見通しについてでございます。
　新型コロナウイルス感染症の関連で、資格証明書の発行停止と保険証発行、保険料・保険税の減免、傷病手当金の創設、一部負担金の減免等を位置づけた見通しとすべきといった御意見でございますが、都の考え方といたしましては、感染拡大の影響が令和３年度以降どのように変化していくかにつきましては、現段階では予測が困難でありますことから、今後の国の動向等を注視するとともに、その時々の状況に応じまして適切に判断してまいりたいと考えております。
　その下の行でございます。予算編成におきまして、支出が医療費の見込みを上回る場合には、当然ながら公費も投入されるため、保険料・保険税の確保の必要性のみを記載するのは、被保険者の保険料・保険税の負担増のみを求めている印象を与えることから、記載を工夫すべきといった御意見をいただいております。
　右の、修正案のところでございますが、原文では、「本来は、支出が増えた場合には、それを賄う保険料・保険税収入を確保することが必要であるが」という文章でございましたが、御意見を踏まえまして、記載のような形で文言を追加させていただいておりますので、後ほど変更箇所につきましては改正案本文で御説明いたします。
　続きまして、５の財政収支の改善に係る基本的な考え方や、その下の６の赤字解消・削減の取組につきましては、被保険者の保険料・保険税の負担が過重にならないよう、一般会計繰入、または国保法第75条に基づく、都から区市町村への補助金交付についての文言を追加すべきといった御意見や、区市町村における一般会計からの繰入れは、削減・解消すべきではないという御意見でございます。
　これにつきましては、国保は一会計年度単位で行う短期保険でございますこと、また国保財政において必要な費用につきましては、原則として保険料・保険税や国庫負担金等により賄うことにより、収支が均衡していることが重要でございます。したがいまして、決算補填等を目的とした法定外一般会計繰入等の解消・削減すべき赤字につきましては、計画的・段階的な解消・削減が図られるよう取り組んでおります。
　６ページを御覧ください。
　下から３つ目、第５章の３の収納率向上対策の推進について、その下の第６章につきましては、柔道整復療養費等の支給の適正化を進めるための体制構築、あるいは求償事務や精算事務の委託の適正化について記載のとおり御意見をいただいております。
　都の考え方といたしましては、都は区市町村に対しまして、必要な支援、あるいは指導・助言等を行いまして取組を推進してまいります。
　７ページを御覧ください。
　第７章の医療費の適正化の取組に関する事項についてでございますが、保健事業実施計画（データヘルス計画）の推進につきまして、計画の策定、実施及び評価については、都、区市町村、関係行政機関、公共団体、民間団体、都民など多様なメンバー構成で進めるとともに、色々な視点からＰＤＣＡサイクルを十分に活用して実施すべきとの御意見をいただいております。
　これにつきまして、保健事業実施計画（データヘルス計画）の推進に当たりましては、御意見のとおり、第三者の視点を取り入れながら、ＰＤＣＡサイクルに沿った事業展開を図っていくことが重要でございます。今後も、東京都国保連合会が設置いたしております保健事業支援・評価委員会におけます計画の内容の確認、評価や、都における外部有識者による実施支援を行ってまいります。
　また、後発医薬品（ジェネリック医薬品）の広報・普及啓発活動につきましては、東京都医師会等への形式的な協力依頼ではなく、積極的な協力体制を図り、被保険者への周知を図るべきとの御意見をいただいておりまして、今後とも連携して取り組んでまいりたいと考えております。
　また、第10章のその他のところでございますけれども、緊急な医療・社会動態の変化がある場合について、記載のとおり御意見をいただいております。被保険者への影響等を踏まえまして、必要に応じて取組の実施時期や方法等の見直しを図っていく旨を記載させていただいております。
　続きまして、８、９ページでございます。
　こちらは、区市町村からの意見についてまとめております。
　法定意見聴取といたしましては、４自治体から意見をいただいているところでございますが、そのほかにも８月に全区市町村への意見照会を行いましたので、そこで頂戴しました意見も含めまして、記載させていただいております。
　８ページの３つ目の丸のところは赤字と解消・削減すべき赤字の文言整理について御意見をいただきましたので、反映させていただいております。
　それから９ページを御覧ください。
　２つ目から５つ目までの４点につきましては、保険料水準の平準化に向けて医療費水準の均一化を図るため、医療費適正化事業の都道府県単位化、あるいは区市町村への支援体制づくりなど、あるいは３つ目の丸ですが、都が伸び続ける医療費の適正化をダイナミックに推し進めていく姿勢を示すべきなどといった意見をいただいております。
　都の考えのところでございますが、令和２年４月から、区市町村が行います保健事業に関しまして、その適正かつ有効な実施を図るため、必要な支援を行うよう努めなければならないことが法定化されましたことを踏まえまして、都は、取組の推進に向けたさらなる支援や、先進的な事例の収集及び情報提供などを庁内横断的な連携や関係団体との連携に留意しながら進めていくこととしております。なお、御意見を踏まえまして、第三期東京都医療費適正化計画との整合性につきまして追記いたしましたので、後ほどその箇所を御説明いたします。
　おめくりいただきまして、10ページ、11ページからが改定案の概要でございます。
　10ページは、改定案の全体の概要になりますので、後ほど御覧いただければと思います。
　11ページから19ページまでが各章の概要になりますので、こちらを中心に、主な記載内容を改めて御確認いただきますとともに、第１回の運営協議会で御説明した時点からの変更点を御説明いたします。なお、別添資料の運営方針改定案、この冊子になっているものでございますけれども、そちらのほうも御用意いただきまして、適宜御確認いただきたいと思います。
　まず、Ａ４横の資料の11ページでございます。
　第１章では、運営方針の目的と基本的事項を定めておりまして、前回お示ししました改定案から特段の変更はございません。
　続きまして、第２章でございます。ここでは国保制度の意義や保険者の役割について記載しております。ここについても、特段の変更はございません。
　続きまして、12ページの第３章を御覧ください。
　第３章の国保の医療費及び財政の見通しでございますが、ここでは、都内の被保険者や医療費の概況のほか、財政収支の改善に係る基本的な考え方、赤字解消・削減の取組、財政安定化基金の運用等について記載しております。財政収支の改善に係る基本的な考え方等につきまして、意見公募におきまして複数御意見をいただきましたが、決算補填等を目的とする法定外一般会計繰入等の解消・削減すべき赤字につきましては、計画的・段階的な解消が図られますよう取り組む必要がありますという、この都の考え方は引き続き記載させていただきたいと考えております。
　なお、修正箇所につきましては、本文の冊子の10ページを御覧ください。
　下段の５の財政収支の改善に係る基本的な考え方についてのところでございますが、３行目のところが、意見公募の結果を踏まえて修正した箇所になります。
　また、11ページを御覧ください。
　11ページには数か所下線が引いてある箇所がございますが、これは区市町村からの意見で解消・削減すべき赤字と、「赤字」という文言が混在するため、文言を整理すべきとの意見を踏まえて修正・整理をした箇所になります。
　続きまして、Ａ４横の概要資料にお戻りいただきまして、13ページを御覧ください。
　第４章でございます。区市町村における保険料（税）の標準的な算定方法についてでございます。この章では、現在の保険料（税）の状況や納付金、標準保険料率の考え方や算定方法、また、激変緩和措置等について記載をしております。これらは、これまでの区市町村との協議の結果を踏まえて記載しているものでございまして、前回お示しした改定案から特段の変更はございません。
　続きまして、第５章を御覧ください。
　区市町村における保険料（税）徴収の適正な実施に関する事項でございます。
　ここでは、現在の保険料（税）収納の状況等を記載した上で、各区市町村が目指す目標収納率を設定しますとともに、都は区市町村職員研修の充実等を通じまして、収納率向上の取組を支援していくことを記載しております。こちらも前回お示しをしました改定案から一部文言整理はございますが、内容の変更はございません。収納率向上に向けて着実に取り組んでまいります。
　第６章でございます。
　区市町村における保険給付の適正な実施に関する事項でございます。
　ここでは、レセプト点検の充実強化、また療養費の支給適正化、交通事故等の第三者行為により治療を受けた場合の求償事務、保険者間調整の普及・促進に関する取組の推進、高額療養費の多数回該当の取扱い、都道府県による保険給付の点検、事後調整について記載しております。下から３つ目の保険者間調整の普及・促進に関する取組の推進のところでございますが、こちらは第１回の運営協議会におきまして、委員から保険者間調整につきましては、今後マイナンバーカードを活用したオンライン資格確認が開始されることを踏まえた記載にしたほうがよいとの御意見をいただきまして、修正をしております。本文では28ページのところでございますが、下のほうの、５の保険者間調整の普及・促進に関する取組の推進のところで、「今後、都は」以降のところで、「マイナンバーカードを被保険者証として利用するオンライン資格確認の運用状況も鑑みながら」といった文言を入れさせていただいております。その他の変更はございません。
　また、Ａ４横の概要資料にお戻りいただきまして、16ページを御覧ください。
　16ページは、第７章の医療費適正化の取組に関する事項でございます。上から４つ目の丸以降でございますけれども、保健事業実施計画の推進、特定健診・特定保健指導の実施率の向上、糖尿病性腎症重症化予防の取組の推進、17ページの適正受診・適正服薬に向けた取組、後発医薬品の使用促進、高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の取組の推進、がん検診、歯科健診等他健診と連携した取組につきまして、それぞれ区市町村に期待される役割及び都の取組などを記載しております。
　本文の冊子30ページを御覧ください。
　中段辺りからが第７章、医療費の適正化の取組に関する事項でございます。その下でございますけれども、保健事業につきましては、各区市町村が都民の健康保持増進及び医療費適正化の推進の観点から取り組んでいくという方向性は従来と変わりませんが、より積極的な保健事業の実施に向けた法改正等が行われまして、その点を第７章の冒頭に記載しております。具体的には、令和２年４月施行の健康保険法等の一部を改正する法律によりまして、都道府県は区市町村が行います保健事業が適正かつ有効に実施されるよう必要な支援を行うよう努めることが法定化されたことや、加減算双方向での評価指標の導入や、予防・健康づくり支援交付金の創設など、保険者の取組を支援する保険者努力支援制度が抜本的に強化されまして、より積極的な事業企画が求められていること。こうした動きを踏まえまして、都は、都内全体の健康水準の向上や医療費適正化に資する取組を進めることを記載しております。第１回の運営協議会からは、下線のところ、区市町村からの意見を反映いたしまして、「第三期東京都医療費適正化計画等に掲げる関連施策との整合性を図り」という文言を追記する修正をしております。
　また、本文の39ページを御覧ください。
　こちらは、後発医薬品の使用促進についてのところでございますけれども、中段辺り、下線が引いてあるところがあるかと思います。こちらは、第１回の運営協議会におきまして、委員からレセプトデータ等を活用し、地域の特徴や課題を把握するだけではなくて、利用促進のための手立てを打つべきであり、その文言も入れたほうがよいのではないかといった御意見をいただきまして、下線のとおりの文章を追加させていただいております。
　続きまして、Ａ４横の概要版の資料にお戻りいただきまして、18ページ、第８章でございます。
　保健医療・福祉サービス等の施策との連携では、都及び区市町村において、保健医療部門や介護福祉部門との連携を図っていくこと。また、国保データベースシステム、いわゆるＫＤＢシステム等、情報基盤の活用について記載しております。前回お示しいたしました改定案から内容の変更はございません。
　第９章の事務の広域的及び効率的な運営の推進に関する事項でございます。事務の標準化及び効率化に関しまして、被保険者証の様式等の統一及び高齢受給者証との兼用、一体化の検討、市町村事務処理標準システムの導入の検討、事務処理基準の統一及び積極的な情報提供を記載しておりますが、こちらも前回お示ししました改定案から内容につきまして変更はございません。
　最後の第10章でございます。
　都と区市町村との連絡調整等についてでございます。ここでは、区市町村との検討・調整の場でございます国保連携会議の開催、広報・普及啓発活動、ＰＤＣＡサイクルの実施、またその他としまして、国保の運営方針に定めました取組等につきましては、新型コロナウイルスの感染拡大による影響を受けることが想定されますことから、包括的に文言を記載しております。
　こちらも、前回お示しいたしました改定案からの変更はございません。
　長くなりましたが、説明は以上でございます。
○土田会長　ありがとうございました。
　ただいま事務局から説明がございましたけれども、それにつきまして、御意見、御質問ございましたら、どうぞお願いします。
　ございませんか。
　ないようでしたら答申のほうに移りますが、いかがでしょうか。よろしいですか。
（異議なし）
○土田会長　ありがとうございました。
　非常にスムーズに進行し、ちょっと驚いておりますが。
　それでは、答申案の配付をお願いいたします。
（答申案配付）
○土田会長　皆さんのお手元に届いておりますでしょうか。
　改定案を適当と認めるという文案になっております。
　それでは、文案のとおり答申文を決定することにつきまして異議はございませんでしょうか。
（異議なし）
○土田会長　どうもありがとうございました。
　それでは、皆様の御賛同をいただきましたので、このように決定させていただきたいと思います。どうもありがとうございました。
　それでは、これから答申をいたしたいと思います。
　福祉保健局長にお渡ししたいと思います。
　よろしくお願いいたします。

（答申手交）
○吉村局長　どうもありがとうございました。
○土田会長　それでは、答申が済みましたので、吉村福祉保健局長から御挨拶をいただきたいと思います。
○吉村局長　改めまして、東京都福祉保健局長の吉村でございます。ただいま土田会長から、東京都国民健康保険運営方針の改定について答申を頂戴いたしました。
　委員の皆様方におかれましては、新型コロナウイルス感染症の影響がある中、会議に御参加いただき、また熱心に御審議いただき、この場を借りて心より御礼申し上げます。
　本日いただきました答申を十分に尊重いたしまして、運営方針を改定させていただきます。
今後、改定いたしました運営方針に基づきまして、引き続き区市町村と一体となって国民健康保険に関する事務を実施してまいりますとともに、安定的な財政運営及び区市町村が担う国保事業の広域化、効率化の推進に取り組んでまいります。
　また、今回の改定では、令和２年４月施行の健康保険法等の一部を改正する法律により、都道府県は区市町村が行う保健事業の適切かつ有効な実施を図るため、必要な支援を行うよう務めることが法定化されたところでございますが、これなどを踏まえまして記載を行っておりまして、都は引き続き庁内の横断的な連携や関係団体の皆様との連携を進めるなど、都内全体の健康水準の向上や医療費の適正化に資する取組を行ってまいります。
　委員の皆様方におかれましては、国保事業はもとより、東京都の福祉保健医療行政の一層の推進に向け、今後ともお力添えを賜りますようお願い申し上げまして、誠に簡単ではございますが、御礼の挨拶とさせていただきます。誠にありがとうございました。
○土田会長　ありがとうございました。
　このようにスムーズな改定ができましたことにつきまして、委員の皆様方と事務局の皆様方に心から御礼を申し上げたいと思いますます。
　なお、吉村局長は公務のためこれで退席されます。ありがとうございます。
（吉村局長退席）
○土田会長　それでは、続きまして、報告事項に入りたいと思います。
　最初は、令和元年度東京都国民健康保険事業会計決算につきまして報告いただきます。
○伊藤課長　それでは、説明いたします。
　令和元年度東京都国民健康保険事業会計決算の状況につきまして御報告いたします。
　Ａ４横長の協議会資料22ページと23ページを併せて御覧ください。
　令和元年度の東京都の国保事業会計の決算状況が22ページ、主な歳入歳出事項を記載いたしましたのが23ページでございます。
　まず、22ページの２のところでございますが、令和元年度の決算額を示しておりまして、歳入約１兆1,157億円、歳出約１兆951億円、歳入額と歳出額の差額は約206億円となっております。なお、この剰余金につきましては、今年度、令和２年度の国保事業会計に全額繰り越しております。繰り越しました剰余金を財源といたしまして国庫等の返還を行いまして、繰り越しました総額から返還に要する額を除いた額につきましては、令和３年度、つまり来年度の納付金算定に当たりまして全額差し引くこととしております。
　23ページの主な歳入事業につきましては、後ほど説明いたします区市町村からの納付金でございますが、こちらが約4,391億円、その下の国からの補助金・交付金等の国庫支出金が約3,111億円、歳出につきましては、保険給付費等交付金につきましては、療養の給付等に要した費用でございますが、こちらにつきましては、区市町村に対しまして都が全額を交付するというものでございます。約8,380億円支出しております。
　説明は、以上でございます。
○土田会長　ありがとうございました。
　ただいまの事務局からの説明につきまして、御質問、御意見はございますでしょうか。
　よろしいですか。
ありがとうございます。
　それでは、次の報告事項に入ります。
　令和３年度仮係数に基づく納付金等の算定結果につきまして、事務局から説明お願いいたします。
○伊藤課長　それでは、令和３年度仮係数に基づきます納付金等の算定結果について御報告いたします。
　資料の26ページから御覧ください。
　10月末に国から示されました仮係数に基づく令和３年度、来年度の納付金算定結果の御報告でございます。
　まず初めに、制度改革について触れさせていただきます。
　平成30年度の国保制度改革におきましては、国の財政支援を拡充し、国保の財政基盤を強化すること、財政運営を区市町村単位から都道府県単位にして安定化させること、この２つが柱となっております。そして、財政運営の都道府県単位化に伴いまして導入されましたのが納付金の仕組みでございます。こちらは、都道府県が、区市町村が都道府県に納める納付金をそれぞれの区市町村の所得水準や医療費水準を反映して決定し、併せて納付金を賄うための標準保険料率を提示いたします。そして、各区市町村は納付金の額や標準保険料率を参考にしながら、議会の議決を経て、実際の保険料率を決定し、被保険者から納付された保険料を基に都道府県に納付金を支払うという仕組みでございます。
　それでは、26ページ、27ページを御覧ください。
　こちらの区市町村ごとの納付金算定の流れを図示しましたのが26ページ、その主なポイントを記載いたしましたのが27ページでございます。
　まず、26ページでございますが、次年度の納付金の算定に当たりましては、まず歳出の見込みとしまして、保険給付費等、つまり医療費の見込みを都におきまして推計いたします。加えまして、国保や被用者保険から後期高齢者医療制度への拠出金でございます後期支援金と、国保や被用者保険に加入しております40歳から64歳の介護２号被保険者の数に応じて負担しております介護納付金の額をそれぞれ推計いたしております。
　そして、それらの歳出から65歳から74歳の前期高齢者の人数に応じました被用者保険との調整の仕組みにより交付されます前期高齢者交付金と、国や都が法令に基づき負担いたします公費を差し引いた額が全体としての納付金の必要額となります。なお、後期支援金、介護納付金、前期高齢者交付金の額につきましては、１人当たりの負担見込額等が国から係数として示されますので、その係数に基づいて算定をしております。
　続きまして、都全体の納付金必要額を区市町村ごとの医療費と所得の水準及び被保険者数に応じて案分いたしまして、区市町村ごとの納付金の基礎額を決定いたします。今、医療費と所得の水準に応じてと申し上げましたが、完全に反映するのか、一定程度反映するのかは、都道府県が区市町村と協議して定めることになっております。
　27ページの上段を御覧ください。
　都では、制度改革に当たりまして、区市町村との協議を進め、医療費水準につきましては、医療費水準に見合わない保険料負担とならないよう運営方針に記載のとおり、当面の間は医療費水準を全て反映することとしております。また、所得水準につきましても、同じ保険料率であっても所得水準が高い区市町村は多くの保険料を集められ、所得水準が低い区市町村は集められる保険料も少ないなど、所得水準に応じて集められる保険料総額に違いが生じるため、国が示しました都の所得水準に応じて納付金を配分しております。なお、今回の算定に反映しました区市町村の所得と医療費の水準を指数化したものにつきましては、本日参考資料としてつづらせていただいたものの１ページにつけさせていただいております。こちらは、後ほどまた御確認いただければと思います。
　再度、26ページにお戻りください。
　26ページは、区市町村ごとの納付金基礎額が決まった後の流れが、その点線の下の部分の下段のところでございますが、納付金基礎額に区市町村ごとの審査支払手数料や激変緩和措置の額等を加算、減算するといった個別の調整を行い、最終的な各区市町村の納付金額を決定いたします。なお激変緩和措置につきましては、27ページの下段に記載しておりますが、区市町村ごとの医療費水準や所得水準に応じて納付金額を決定いたしますため、医療費水準や所得水準が高い区市町村が納付金を多く負担することとなります。そこで、被保険者の保険料負担が急激に増加することを避けるため、被保険者１人当たりの納付金の伸び率が、制度改革前の平成28年度１人当たりの納付金相当額と比較いたしまして、都の平均を一定程度以上、上回る区市町村に対しまして、国の公費と都の繰入金を活用いたしまして激変緩和を行います。
　28ページを御覧ください。
　先ほど納付金の算定に当たりまして、国や都の負担する公費の額を差し引くと説明いたしましたが、このうち国の公費につきましては、平成30年度分から毎年全国で1,700億円拡充されております。令和３年度分の国の公費のうち都に配分されることとなりました額は右端に記載のとおりでございます。なお、※１として、下のほうに記載のございますとおり、都道府県の所得格差の調整のために交付されています普通調整交付金や特別調整交付金につきましては、全国ベースで拡充はされておりますが、都道府県には既存分と拡充分を合わせた額が示されておりまして、拡充分だけを分けて記載することができませんので、その分は含まない額を記載しております。
　続きまして、29ページでございます。
　激変緩和措置の規模等についてでございます。激変緩和措置の基本的な考え方につきましては、先ほど27ページで御説明いたしましたが、具体的には左下の図にございますように、制度改革前の平成28年度と、改革後、今回であれば令和３年度の被保険者１人当たりの納付金額を比較し、都平均の伸び率に30年度以降の１年当たり１％、令和３年度は４年目でございますので、４％を加えました割合を超えた区市町村につきまして、その超えた部分、図で申し上げますと網かけ部分を激変緩和措置の対象としております。なお、法定外繰入により保険料を引き下げている部分につきましては、激変緩和の対象外でございます。激変緩和措置の財源につきましては、まず国が激変緩和措置のために都道府県に配分している公費を使いまして、それで足りない場合は、都道府県が法令に基づき保険給付費の９％を負担しております繰入金を活用いたしますが、先ほども御説明いたしましたとおり、今回の仮係数に基づく算定におきましては、激変緩和措置に必要な財源は国公費により全額賄うことが可能でございますことから、繰入金は活用しておりません。右側に記載しておりますが、今回の算定では、激変緩和措置のための国の公費を約22.7億円活用しております。
　以上の算定のプロセスを経ました令和３年度納付金の算定結果が30ページでございます。
　まず上段でございますが、令和２年度の確定係数による算定結果と比較いたしました今回の算定結果の概要でございます。右端に記載いたしましたとおり、納付金必要額の総額は4,208億円、約2.0％の減となりました。その左側の医療給付費以下が26ページの上段で御説明いたしました歳出の内訳、国・都公費等の３つが同じく歳入の内訳でございますが、それぞれの総額で見ますと被保険者数の減少によりまして、全体的に規模が縮小している中、介護納付金の額が増加しております。
　その下の表が納付金算定の主な要素につきまして増減を見たものでございますが、まず１行目の被保険者数は、75歳以上の後期高齢者医療制度への移行や、社会保険の適用拡大等の影響で年々減少しております。今回も276万人、約３％の減少と推計しております。一方、１人当たりの医療給付費等は、高齢化や医療の高度化等によりまして増加傾向にございます。今回の算定では1.3％の伸びと推計しております。これらの推計に基づきまして算定いたしました給付費総額につきましては7,873億円と、被保険者数減の影響を受けまして1.7％減となっております。この医療給付費総額を基に算定いたしました納付金の総額は、先ほど説明いたしましたとおり4,208億円、2.0％の減でございますが、１人当たりの額で見ますと18万305円と、令和２年度から2.4％の伸びになっております。これは、医療分につきましては、令和元年度の国保事業会計における剰余金を活用することや、都に交付されます保険者努力支援制度のうちの都道府県分の増によりまして、１人当たりの給付費は増加しておりますが、１人当たり納付金額では医療分につきましては減となっています。一方、後期高齢者支援金、それから介護納付金は、１人当たり支援金、納付金が増加していることにより増加しております。その結果として最終的には2.4％の伸びとなっております。
　続きまして、31ページを御覧ください。
　30ページで御説明いたしました納付金額に区市町村ごとの保健事業等の経費を加える、また、区市町村の医療費適正化等の取組に応じて交付されます国の保険者努力支援制度による公費等を差し引くといった加減算を行った結果、１人当たりの保険料の年額は15万7,968円と、伸びとしては2.8％となりました。こちらの医療分、後期分、介護分の内訳につきましては、医療分は減、後期分と介護分は増という結果になっております。
　なお、この保険料額につきましては、下の※印にございますように、納付金等を一般会計からの法定外繰入を行わず全て保険料で賄ったと仮定した場合の額でございます。
　続きまして、32ページは、都道府県が納付金額とともに示すこととされております標準保険料率について記載しております。
　標準保険料率とは、納付金を納めるために必要となる、つまり納付金を全て保険料で賄うとした場合にどのくらいの保険料率になるのかを参考にお示しするものでございまして、都道府県は表にある３つの標準保険料率を区市町村に示すことになっております。
　まず、真ん中辺りの①の都道府県標準保険料率は、全国統一の算定基準による当該都道府県の保険料率の標準的な水準を表すものでございます。
　次に、②の区市町村標準保険料率は、都道府県内統一の算定基準による区市町村ごとの保険料率の標準的な水準を表すものでございます。都内では２方式、所得割と均等割の保険料を賦課している区市町村が多いため、②では２方式によるものとしております。
　そして③の区市町村ごとの算定基準に基づく標準的な保険料率は、各区市町村の実際の算定基準、３方式、あるいは４方式を採用しているところもございますので、３方式、４方式等に応じて算定いたしました保険料率でございます。
　具体的な算定方法は、下段にございますとおり、区市町村ごとの納付金額に、それぞれが実施しております保健事業等を加えた金額を、区市町村ごとの直近の収納率で割り戻しまして、保険料必要総額を算定いたしました上で、それぞれの算定基準により標準保険料率を算定しております。
　なお、標準保険料率を算定する際に用いました各区市町村の収納率は、参考資料のつづりの２ページに記載しておりますので、後ほど御確認いただければと思います。
　また、別紙資料といたしまして、区市町村ごとの算定結果をお示ししております。
　まず別紙１でございますが、こちらは区市町村ごとの納付金額になります。
　別紙２は、区市町村ごとの１人当たりの保険料額でございます。別紙２の（Ａ）は、令和３年度の仮係数に基づき算定しました法定外繰入前の１人当たり保険料、（Ｂ）は、令和２年度の確定係数に基づき算定いたしました法定外繰入前の１人当たり保険料でございまして、その伸び率を記載しております。
　別紙３につきましては、標準保険料率でございます。一番左側の①は、全国一律の算定基準により算定いたしました都全体の標準保険料率でございます。真ん中の②は、都一律で統一の算定基準の２方式により算定いたしました区市町村ごとの標準保険料率でございます。右側の③は、区市町村ごとの実際の算定基準３方式、４方式や、実際の応益・応能割の割合に応じまして算定しました標準保険料率でございます。
　説明は以上でございます。
○土田会長　ありがとうございました。
　ただいまの事務局の御説明につきまして、質問、御意見ございますでしょうか。
　よろしいですか。
　それでは、続いて、その他に移りたいと思います。
　事務局から説明をお願いいたします。
○伊藤課長　Ａ４横の運営協議会資料の最後のページ、34ページを御覧ください。
　納付金算定等に関する今後のスケジュールにつきまして御説明いたします。
　今後、年末に国から確定係数、つまり令和３年度の納付金算定に用います国の公費等の最終的な額が示されますため、この係数を使用いたしまして、区市町村ごとの納付金、標準保険料率を再度算定いたしまして、年明け１月以降算定結果を区市町村にお示しし、また公表いたします。各区市町村では、都が示します納付金額等を踏まえまして、それぞれの運営協議会に諮り、また議会での審議を経て、実際の令和３年度の保険料率を決定してまいります。なお、年末に示されます確定係数で今回の仮係数からどのような変更が見込まれるかにつきましては、中央の吹き出しに記載しておりますが、先ほど納付金算定の流れを御説明する中で触れました前期高齢者交付金等につきましては、11月までの都道府県からの修正申告等を踏まえまして再度算定されますため、一定程度の変更が見込まれております。
　説明は、以上でございます。
○土田会長　ありがとうございました。
　ただいまの今後のスケジュールにつきまして、御質問、御意見ありますか。
　よろしいですか。どうもありがとうございました。
　本日予定しておりました議事は以上でございます。
　何か全体的に、御意見ございましたらどうぞ。
　はい、どうぞ、斉藤委員。
○斉藤委員　今回改選の委員なので、今まで御協議いただいた各委員の方に心から敬意を表したいと思います。
　皆さんのお声を伺うと、都議会議員が公益委員として、ふさわしいのかどうかという御意見もあったようですが、今日このような真摯な御議論の末、答申が得られたことを、都民、区民の皆様にしっかりとお伝えしていくことが、やはり公益代表委員として都議会議員がいることの意味の一つであると思います。
　今回は、新型コロナウイルス感染症対策というものがございまして、この新型コロナによって都民の皆様の意識が大きく変化をしているところがあると思います。国民皆保険、当たり前だと思っているものが当たり前じゃない、大変ありがたいものであるという意識が芽生えている中で、やはり税によって緩和されている部分がございますけれども、まずはこれは保険でございますので、低所得者の方には十分配慮しつつも、やはりこの保険料の徴収については真摯にこれから向き合っていかなければいけないことが一つあると思います。また、第７章に書いていただいていますけれども、医療費の削減の中で北風的なものだけじゃなくて、やはり健康寿命が延びることは喜びであって、本当にすばらしいプラチナ社会を築いていくことに対して様々な施策を打っていくことも重要だというふうに心から拝しました。いずれにしましても、東京都の責任、これは区市町村に対して法定化された責任がございますので、都議会議員としては、今日各会派の皆さん集まっていますけれども、一致団結をして現場を支えていくために努力をしていくことをしっかりここでお約束をするとともに、東京都に対しては、しっかりと施策を共に行っていただきたい。局長いらっしゃいませんけれども、お願い申し上げまして、一言、せっかく委員として選んでいただいたものですから、御挨拶とさせていただきます。大変に皆様、本当にありがとうございました。
○土田会長　非常に適切な御意見だと思います。
　ほかにございますか。
　はい、どうぞ。
○鳥海委員　健康保険組合連合会東京連合会の鳥海でございます。
　私は、国保の運営方針については、特段異論はないんですけれども、先ほども吉村福祉保健局長さんからもお話がございましたように、高齢者の医療は、国保だけじゃなくて後期高齢者医療広域連合もございますし、私どもの被用者保険もございます。これらの各保険者は、連携をしながら取り組んでいく、要するにバトンタッチをしていくというのが非常に重要かなと思います。そんな中で、現在、後期高齢者医療広域連合も、第３期（令和３年度から５年度）の後期高齢者保健事業実施計画、いわゆるデータヘルス計画の素案を作成しているということをお伺いしました。その中で、東京都にも意見を照会するということをお聞きしましたので、東京都におきましても75歳前後を一体として保健事業がうまくいくようにすることは大変重要かなというふうに思いますので、老婆心ながら申し上げさせていただきますが、適切なアドバイスなり意見を発していただきたいというお願いでございます。よろしくお願いいたします。
○土田会長　どうもありがとうございました。
　ただいまのご意見も非常に重要なテーマでございまして、まだご指摘いただいたような連携がうまくいっているというレベルには及んでおりませんので、そこはこれからの大きな課題だろうというように私も認識しております。どうもありがとうございます。
　ほかに御意見ございますでしょうか。
　よろしいですか。
それでは特にないようですので、この後の進行は事務局のほうにお返しいたしたいと思います。
○伊藤課長　ありがとうございました。
　本日、答申いただきました東京都国民健康保険運営方針（改定案）につきましては、12月中には決定の上、公表する予定でございます。
　今年度の運営協議会につきましては、また現任期につきましても、本日の会議でもって終了となります。委員の皆様方にはお忙しい中、御参加いただきまして誠にありがとうございます。席上に御用意いたしました資料のうち、運営方針のフラットファイルにつきましては、そのままお残しください。
　以上をもちまして、第２回東京都国民健康保険運営協議会を終了させていただきます。
　どうもありがとうございました。
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